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（１）実施体制 

 【都道府県事務局型】 

  ① 鹿児島商工会議所が本事業の受託者となった。 

 

  ② 受託者は、単一の団体・事業者を基本とすることから、当商工会議所

が受託し、県内の 10商工会議所と連携して事業を実施した。 

 

  ③ 当商工会議所は、当商工会議所を含む域内の 11の商工会議所に、食事

券発行事業を実施させた。食事券発行事業の計画を作成するに当たり、

事業に参加する商工会議所などが担う業務の範囲を明確に定めた。 

 

  ④ 食事券発行事業の実施主体として商工会議所を含んでおり、域内全て

の商工会議所の参加意思を確認し、全ての商工会議所が参加意思を表明

したことから全商工会議所を実施主体に含めた。 

    販売・換金のほとんどを商工会議所が担い、全国的にも例を見ない商

工会議所による運営体制を確立した。  

    さらには、かねて広範な商工会議所の業務において既に構築している

ネットワークをフル活用することで、地域の商店街、宿泊施設団体、飲

食テナントが入居する商業施設をはじめ、食事券印刷を担う印刷業者、

食事券の輸送・保管を担う警備会社、広告宣伝を担う事業者などとは、

スムーズな連絡体制のもとで円滑な事業を展開した。 

    実施体制については P4図①のとおり。 

 

  ⑤ 当商工会議所は、商工会議所に食事券発行事業を行わせ、商工会は、

鹿児島県商工会連合会が受託者となり、各商工会が発行事業を行い、異

なる系列の団体がそれぞれに事業を実施した。 
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【共通】対象となる飲食店、感染対策 

 

①加盟店登録の流れ 

 ○加盟店募集(DM、HP) 

   ↓ 

 ○加盟店申込書及び参加登録申請書受付 

   ↓ 

 ○参加飲食店同意書提出依頼 

   ↓ 

 ○参加飲食店同意書受付、店舗・業態等確認(HP・TELにて確認) 

   ↓ 

 ○加盟店承認 

   ↓ 

 ○加盟店登録証等グッズ送付 

   

【写真① 参加飲食店同意書】 
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 □実施体制図（図①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参加店募集・食事券販売、

回収、換金業務、問合せ対

応等】 

鹿児島商工会議所 

川内商工会議所 

鹿屋商工会議所 

枕崎商工会議所 

阿久根商工会議所 

奄美大島商工会議所 

南さつま商工会議所 

出水商工会議所 

指宿商工会議所 

いちき串木野商工会議所 

霧島商工会議所 

地元金融機関（換金の一部協力） 

連絡調整員各２名 

【協力団体・事業者等】 

・飲食関係団体 

・商店街 

・宿泊施設団体 

・飲食店が入居する商

業施設 等 

【参加飲食店】 

２，９６７店舗 

※R3.7.14現在 

【外注業者】 

・印刷事業者 

・警備会社 

・設営事業者など 

【再委託先】 

・広告代理店 
(白露カンパニー㈱) 

 

【事務局】 鹿児島商工会議所 

(鹿児島県商工会議所連合会事務局) 
発
注 

納
品 連携 

案内 

案内・登録 

食事券回収 

代金支払い 

案内・登録 

食事券回収 

代金支払い 

業務委託 
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（２）食事券の発行、販売、回収 

  ① 食事券は、500円券および 1,000円券とし、総額 12,500円分の食事券

セットを 10,000円で販売した。なお、全て紙媒体での発行とした。 

    □発行した食事券 

     ○1,000円券×12枚、500円券×１枚 

     ○販売セット数：40万セット額面総額 50億円分 

 

【図② 食事券写真及び券面表記・偽造防止対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【食事券裏面】 

【食事券表面】 

【食事券表紙】 

GotoEat キャンペーン 

「有効期限」 

マイクロ文字 

コピーガード印刷 

「釣銭が出ない」 

個別 ID 

透かし文字 
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  □食事券販売場所一覧（表①） 

商工会議所名 販売場所 
販売 

セット数 

1,000円

(枚) 

500円 

(枚) 

鹿児島 

鹿児島商工会議所(写真②,③) 117,248 1,406,976 117,248 

岩崎産業本社 

43,500 522,000 43,500 岩崎産業第２ビル 

鹿児島交通観光 

城山ホテル鹿児島 9,300 111,600 9,300 

鹿児島サンロイヤルホテル 12,200 146,400 12,200 

ホテルレクストン鹿児島 9,470 113,640 9,470 

アミュプラザ鹿児島 18,719 224,628 18,719 

山形屋 26,000 312,000 26,000 

イオンモール鹿児島 21,000 252,000 21,000 

まちの駅宇宿 16,113 193,356 16,113 

鹿児島空港 8,800 105,600 8,800 

川内 川内商工会議所 17,000 204,000 17,000 

鹿屋 鹿屋商工会議所 24,500 294,000 24,500 

枕崎 枕崎商工会議所 5,000 60,000 5,000 

阿久根 阿久根商工会議所 4,500 54,000 4,500 

奄美大島 奄美大島商工会議所 7,950 95,400 7,950 

南さつま 南さつま商工会議所 8,800 105,600 8,800 

出水 出水商工会議所 12,000 144,000 12,000 

指宿 
指宿商工会議所 

13,600 163,200 13,600 
指宿市観光協会 

いちき串木野 いちき串木野商工会議所 7,100 85,200 7,100 

霧島 霧島商工会議所 17,200 206,400 17,200 

合計  400,000 4,800,000 400,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真②(左) 鹿児島商工会議所１階販売所～販売の様子】 

【写真③(右) 鹿児島商工会議所４階特設販売所～販売の様子】 
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□主なイベント販売一覧 

      県民の購入を促進するため、食事券の広報を兼ねて、以下 

（表②）のとおりイベント販売を実施した。 

商工会議所名 販売場所 販売日（令和２年） 

鹿児島 

天文館ぴらもーる商店街 12/12,13,19,20 

アミュプラザ鹿児島 12/12,13,19,20,26,27 

山形屋 12/26,27 

イオンモール鹿児島 
12/10,15,22, 

1/5,9,10,11,12,16,17 

川内 薩摩川内市役所 12/11 

2)場所：薩摩川内市役所 

1F 

特別販売所を 

鹿屋 鹿屋商工会議所 12/19,20 

  ② 食事券販売の上限は１人１回当たり販売価格 20,000 円分までとした。 

    【P9図③「鹿児島商工会議所ホームページ」を参照】 

 

  ③ 食事券の最終販売は、令和３年５月 31日までとしたが、令和３年１月

20日に完売した。また、最終有効期限は令和３年７月 14日までの日付で

設定した。 

    □食事券の有効期限：令和３年３月３１日（当初） 

              令和３年６月３０日（延長） 

              令和３年７月１４日（再延長） 

 

  ④ 加盟飲食店におけるテイクアウト及びデリバリーでの食事券利用は可

能とすることも可とした。 

【P5図②「食事券裏面」及び P9図③「鹿児島商工会議所ホームページ」を参照】 

 

  ⑤ 食事券には、Go To Eat キャンペーンにより発行されたものであるこ

とを明記した。また、有効期限、つり銭が出ない旨を表面に見やすく明

記した。加えて、マイクロ文字などの特殊製版技術、コピーガード印刷、

透かし文字、個別 ID の付与など適切な方法により、偽造防止対策を図っ

た。【P5図②「食事券の偽造防止対策」を参照】 

                       

   ⑥ 本事業により発行する食事券は、消費者が使用した食事券を給付金か

ら精算する時に、使用されなかった食事券の数を正確に把握できるよう

に対応した。具体的な取り組みは以下のとおり。 

 

    ・販売前食事券は、警備会社の金庫で保管し、必要最低限の食事券を

販売所の施錠できる金庫室で保管した。 
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    ・換金が終了した食事券は、計数の後、食事券券面にパンチ穴を開け、

各換金所の金庫室で保管。その後、定期的に貸倉庫の施錠可能な金

庫に移動。 

    ・換金された食事券は、換金所から月１回の枚数、換金額の報告を受

け、支払い証憑で枚数の確認を行い、換金済食事券と、未使用食事

券の枚数を随時把握した。 

 

  ⑦ 当商工会議所は、当所および各商工会議所や金融機関と連携し、飲食

店で使用された食事券を回収し、飲食店ごとに枚数を集計した。 

    集計に当たっては、機械によるカウントおよび複数の者によるダブル

チェックなどにより正確に実施した。複数の者によるダブルチェックで

は、データの読み手と聞き手を変え、異なる者の組合せで、複数回確認

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

【写真④ 鹿児島商工会議所換金所】 

 

⑧ 食事券発行の概要は、Web サイトなどにおいて消費者に分かりやすく

周知を行った。【P9図③「鹿児島商工会議所ホームページ」を参照】 

 

    加えて、鹿児島県内の報道機関を集めて、記者会見の開催を通じて、

多くの県民に行き渡るよう幅広く周知に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

【写真⑤ 令和２年９月 30日記者会見】【写真⑥ 令和２年９月 30日記者会見】 
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【図③ 

「鹿児島商工会議所 

ホームページ」】 

P29「メール・ホームページから 

の問い合わせ内容」参照 
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（３）食事券の使用、回収後の飲食店への代金の振込 

  ① 本事業により発行、販売された食事券を、登録する飲食店に来店した

消費者が使用した場合、当商工会議所は、食事券使用分の飲食代金を、

飲食店に振り込んだ。なお、振込に加え、現金での換金にも対応した。 

    □食事券の利用期間：令和２年 10月 15日(木)～令和３年７月 14日(水) 

      【利用自粛期間】 

        鹿児島県による飲食店への営業時間短縮要請に伴い、午後９時以降翌朝

５時までの店内飲食での食事券利用の自粛 

       ○令和３年１月 25日～２月７日   

          対象地域：鹿児島市、薩摩川内市、霧島市、鹿屋市、奄美市 

       ○令和３年５月 10日～23日 

          対象地域：鹿児島市、霧島市、奄美市、和泊町、知名町 

       ○令和３年５月 24日～６月６日 対象地域：鹿児島市、霧島市、出水市 

       ○令和３年６月７日～６月 20日 対象地域：鹿児島市、霧島市 

 

     【換金取次機関別食事券使用分の飲食代金の飲食店への振込等（表③）】 

地域 換金取次機関 換金枚数 換金額（円） 

鹿児島市 

鹿児島商工会議所 2,668,909 2,560,132,500 

鹿児島銀行(44) 701,801 677,353,000 

南日本銀行(25) 239,859 230,973,000 

鹿児島相互信用金庫(21) 181,223 174,994,000 

鹿児島信用金庫(17) 135,420 130,942,000 

鹿児島興業信用組合(11） 86,971 84,097,500 

薩摩川内市 川内商工会議所 150,141 144,595,500 

鹿屋市 鹿屋商工会議所 252,583 243,666,500 

枕崎市 枕崎商工会議所 38,768 37,414,000 

阿久根市 阿久根商工会議所 36,864 35,551,500 

奄美市 
奄美大島信用金庫(7) 

100,127 96,330,000 
奄美信用組合(7) 

南さつま市 南さつま商工会議所 63,509 61,280,000 

出水市 出水商工会議所 106,699 102,783,000 

指宿市 指宿商工会議所 134,146 129,242,500 

いちき串木野市 いちき串木野商工会議所 48,500 46,707,500 

霧島市 霧島商工会議所 218,650 210,737,500 

合計 5,164,170 4,966,800,000 

      ※（ ）内は、各金融機関の取扱店舗数    （換金率 99.336％） 

※余剰金 26,560,000円（未利用分 33,200,000円の 100/125） 
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  ② 食事券使用分の飲食代金の振込の頻度、振込日を以下表④のとおり設

定した。振込の頻度は、仕様書「受け取った日から入金されるまでの期

間を 40日以下となるよう可能な限り短く設定する」とあるが、本事業の

主旨を踏まえ、当商工会議所では、月４回を基本とし、各商工会議所で

個別に表④のとおり設定した。 

    □ 事業者の資金繰りを考慮し、換金サイクルを極力短縮できるよう

各地商工会議所や金融機関と協議し、換金スキームを構築した。 

    □ 鹿児島市内では、複数店舗を運営する企業や、商業施設などの店

舗は、鹿児島商工会議所での換金取次とし、中小店舗は取引のある

地元金融機関の域内店舗での換金取次とした。火曜日～翌月曜日を

１サイクルとし、月曜日までに持ち込まれた食事券を４営業日後の

金曜日に参加店口座に振り込んだ。加えて、換金を急ぐ中小向けに

最大でも持込から振込まで７日間となるスキームも構築した。 

     【地域別換金方法および換金頻度（表④）】 

地域 

（・換金取次機関） 
手段 換金ペース 

持込から現金化 

までの日数 

※年末年始除く 

鹿児島市 

・鹿児島商工会議所 

・鹿児島銀行 

・南日本銀行 

・鹿児島相互信用金庫 

・鹿児島信用金庫 

・鹿児島興業信用組合 

振込 
月４回 

(最大９回) 
５日～11日 

薩摩川内商工会議所 振込 月２回 ９日～21日 

鹿屋商工会議所 振込 月４回 ５日～11日 

枕崎商工会議所 現金 月２回 ８日～29日 

阿久根商工会議所 振込 月４回 ７日～12日 

奄美市 

・奄美大島信用金庫 

・奄美大島信用組合 

振込 営業日は毎日 ４日～５日 

南さつま商工会議所 現金・振込 週３回 即日～10日 

出水商工会議所 現金・振込 週１回 ３日～10日 

指宿商工会議所 振込 月４回 ５日～12日 

いちき串木野商工会議所 現金・振込 月４回 ５日～11日 

霧島商工会議所 現金 月４回 ３日～10日 
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  ③ 飲食代金の振込の方法は以下のとおりとし、振込の時期、方法等につ

いて、当商工会議所から飲食店に分かりやすく周知を行った。 

 

    □換金方法 

     ・ 参加飲食店が換金取次機関（各商工会議所もしくは一部金融機

関）を訪問し、消費者が利用した食事券、参加店登録証、換金取

次依頼書を提出。 

     ・ 参加店登録証と換金取次依頼書の事業所名を確認の後、参加店

により持ち込まれた食事券と換金取次書の枚数を複数名で計数。 

     ・ 持ち込まれた食事券の裏面に事業者番号、参加店舗名が正しく

記載されているか確認の後、換金取次依頼書のコピーを参加飲食

店に控えとして渡す。 

     ・ 各換金取次機関は、取次依頼書に基づき、出金手続きを行い、

参加飲食店に後日振込。（機関によっては現金渡し） 

【図④ 参加飲食店が換金の際に提示する参加店登録証】 

 

 

 

 

 

【図⑤ 参加飲食店が換金の際に提出する換金取次依頼書】 
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    □参加飲食店への周知について 

     ・ 参加飲食店に対しては、換金方法、振込時期の周知を図るため、

「参加店手引書」、「換金手引書」を冊子で作成し、「参加店手

引書」は参加店すべてに、「換金手引書」は代表店舗（本社等）

に郵便で送付した。（図⑥） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参加店手引書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ・ 利用期間終了後の換金最終受付期間中には、参加飲食店に事務

局から電話にて換金受付期限の告知と換金方法についての周知を

徹底した。 
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（４）実績確認監査等事業者への報告 

  ① 当商工会議所は、キャンペーン期間中、食事券販売・使用の実績を、

毎月、別途定められた様式により、実績確認監査等事業者へ報告した。 

    なお、食事券の販売、使用状況をエクセルファイルで報告し、効率的

な方法に対応した。 

    提出した「回収情報」（毎月１種類）、「支払情報」（毎月、各会議

所の金融機関ごと）毎月に関するファイル数は以下のとおり（表⑤）。 

商工会議所名 
支払情報 

報告ファイル数 

回収情報 

報告ファイル数 

鹿児島 83 

12 

川内 10 

鹿屋 9 

枕崎 9 

阿久根 9 

奄美大島 19 

南さつま 38 

出水 19 

指宿 45 

いちき串木野 18 

霧島 9 

合計 268 12 

                     

  ② 当商工会議所は、キャンペーン期間中、飲食店への代金振込の実績を

取りまとめた書類と、それらの根拠となる証拠書類を、毎月、別途定め

られた様式により、実績確認監査等事業者へ報告した。 

 

  ③ 当商工会議所は、キャンペーン期間終了後、食事券販売、使用の実績

と、飲食店への代金振込の実績、その根拠となる証拠書類を、別途定め

られた様式により、実績確認監査等事業者へ報告し、承認を得た。 

 

  ④ 当商工会議所は、毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行

われるよう、事業開始に当たり、事前テスト報告に協力し、実績確認監

査等事業者の指定する方法により、ダミーデータの提出などを行った。 

    また、提出データの正確性に責任を負い、実績報告や根拠資料のデー

タ提出に当たっては、複数の者によるダブルチェックを行った。複数の

者によるダブルチェックでは、データの読み手と聞き手を変えて、異な

る者の組合せで、複数回確認を行い、正確を期した。 
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  ⑤ 当商工会議所は、実績確認監査等事業者が行う不正防止のためのヒア

リング、監査、抜き打ち検査などに協力した。 

 

    □ヒアリング：電話・メールにて随時 

    □監査：日時 令和２年 11月 30日（月） 

        場所 鹿児島商工会議所 

        来訪 実績確認監査等事業者２名 

        内容 ・参加店の登録、食事券の販売体制、代金の保管体制、

飲食店への振込などに関するヒアリング、監査 

           ・販売所・換金所での監査 

  ⑥ 当商工会議所は、実績確認監査等事業者との連絡窓口を設置した。 

     鹿児島商工会議所に２名体制で対応 

 

    □ 集合型商業施設による一括換金について 

       農林水産省との契約書内の仕様書において「食事券使用分の飲

食代金を、登録する飲食店に振り込むものとする」とあるが、集

合型商業施設等においては、一括して換金する商業施設もあるこ

とから、商業施設内の飲食店ごとの毎回の換金枚数、金額、商業

施設からの飲食店への振り込みなどについて状況を確認し、実績

確認監査等事業者に報告した。 

      【対象施設】 

       ○アミュプラザ鹿児島（45店舗）・鹿児島市 

       ○イオンタウン姶良（22店舗）・姶良市 

       ○イオンモール鹿児島（37店舗）・鹿児島市 

       ○オプシアミスミ（９店舗）・鹿児島市 

       ○マルヤガーデンズ（４店舗）・鹿児島市 

       ○山形屋（15店舗）・鹿児島市 

 

（５）相談窓口・申請案内等事業者との連携 

  ① 当商工会議所は、相談窓口・申請案内等事業者が、事業の基本的内容

を消費者と飲食店に説明するために必要となる情報の提供に協力した。 

    →毎月加盟店数の報告を行った。 

  ② 当商工会議所は、委託者の指定する事業者が食事券発行事業者と連携

した広報を実施することに協力した。 

→参加店手引書において加盟店に感染防止対策ポスター等の掲示依頼

を行った。 

  ③ 当商工会議所は、相談窓口・申請案内等事業者との連絡窓口を設置し

た。 
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（６）飲食店の新規加盟促進 

  ① 当商工会議所は、キャンペーン期間中に本事業への参加を希望する飲

食店を、広く募った。 

 

    □参加飲食店舗数：2,967店舗（R3.7.14現在） 

      ※企業数：2,207社 

 

    □地域ごとの参加店数（表⑥） 

地域 店舗数 企業数 地域 店舗数 企業数 

鹿児島市 1,524 1,001 龍郷町 11 ９ 

鹿屋市 210 171 西之表市 11 ８ 

霧島市 200 143 屋久島町 11 ７ 

薩摩川内市 160 139 垂水市 ９ ６ 

奄美市 146 138 曽於市 ７ ５ 

指宿市 120 104 大崎町 ７ ５ 

出水市 112 95 志布志市 ７ ３ 

南さつま市 71 66 さつま町 ６ ６ 

いちき串木野市 64 52 瀬戸内町 ６ ５ 

阿久根市 46 40 肝付町 ６ ３ 

枕崎市 44 42 東串良町 ５ ５ 

姶良市 93 42 与論町 ４ ４ 

南九州市 29 21 県外企業 － 53 

日置市 26 11 その他 15 11 

伊佐市 17 12 合計 2,967 2,207 

    ※ゴシック体は商工会議所地区 

 

    □参加店募集 

    （参加店登録の流れについては P3のとおり） 

     ・ 鹿児島県内の１１の商工会議所のネットワークを活用して、そ

れぞれの商工会議所から域内の飲食店に対して事業参加の告知を

行うなど、積極的に参加店の募集活動を行った。（令和２年９月

上旬～随時） 

 

     ・実施した募集活動は以下のとおり。 

      ○商工会議所が所在する地域の飲食店に対して、参加店募集のチ

ラシを同封した郵便物を発送。 
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【図⑦ 参加店募集に向けて作成したチラシ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ○各地商工会議所の会報誌や各地域の行政の広報誌での告知 

        鹿児島県内の商工会議所の会報誌や、各自治体の広報誌にお

いて、キャンペーンの参加店募集を告知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図⑧ 鹿児島商工会議所会報誌  

 「アイム」R2.10月号】 
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【図⑨ 霧島商工会議所      【図⑩ 川内商工会議所 

      会報誌 R2.10月号】         会報誌 R2.11月号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図⑪ 鹿児島商工会議所のホームページでの告知】 
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      ○鹿児島県飲食業同業組合、県内の商店街等の会員企業に対する

告知 

       ・鹿児島県飲食業同業組合や県内の商店街を訪問し、各団体の

会員企業の積極的な事業参加を要請した。 

 

      ○施設内飲食店の参加促進のための商業施設への要請 

       ・鹿児島県内の商業施設を訪問し、各施設の飲食店の参加促進

を要請した。 

 

      ○飲食店を複数運営する企業への参加要請 

       ・鹿児島県内において、複数の飲食店を運営する企業を訪問し、

当キャンペーンへの積極的な参加を要請した。 

 

      ○テレビコマーシャルを利用した告知 

（消費者への利用促進も含む） 

       ・地元民放４局において令和２年 10月にコマーシャルを放映 

 

  ② キャンペーン期間中に、受託者及び都道府県事務局型の実施主体に加

入する飲食店には、基本手数料（固定費）を無料とした。 

 

【写真⑦ 参加店募集チラシ(裏面)】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※基本手数料無料のため、参加飲食店の条件に手数料の記載はしていない。 
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（７）消費者の利用促進 

  ① 当商工会議所が発行、販売する食事券の消費者による利用を促進する

ために、Web ページ上に食事券の購入方法、利用方法、利用できる飲食

店等を掲載した。 

    また、食事券の販売時に、食事券の利用方法、利用できる飲食店等の

情報を調べる方法が分かりやすく伝わるよう工夫を行った。 

 

    具体的には、食事券の販売所で、参加飲食店を地域ごとに掲載した他、

Webページ上に地域ごとの飲食店も掲載、販売所では、販売カウンターの

上や壁面にサイトページの QRコードを掲出し、消費者に参加飲食店の周

知を図った。 

【下図⑫の他、P9図③「鹿児島商工会議所ホームページ」を参照】 

 

【図⑫ 販売所に掲出した参加飲食店一覧を検索する QRコード】 
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【図⑬ 鹿児島商工会議所 参加飲食店掲載検索ページ】 
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  ② 本事業による食事券を利用できる飲食店において、ステッカーを貼る

ことなどにより、消費者がすぐに分かるよう工夫した。 

    具体的には、当キャンペーンの参加店を証明するステッカーを作成し、

全参加飲食店に配布。各飲食店の店舗入口ドアやレジ周辺に貼付し、消

費者がすぐに分かるよう工夫を行った。 

 

    【図⑭ 参加飲食店の店舗入り口ドア等 

      に掲出したステッカー】 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 各商工会議所の広報誌、新聞記事、テレビ・ラジオのＣＭなどを利用

し、食事券の周知を図った。 

【図⑮ 鹿児島商工会議所会報誌 「アイム」R2.11月号】 
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【図⑯ 鹿児島商工会議所会報誌         【図⑰ 鹿児島商工会議所会報誌 

      「アイム」R3.４月号】       「アイム」R3.７月号】 

 

【    

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

【図⑱ 霧島商工会議所会報誌 R2.11月号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図⑲ 川内商工会議所会報誌 R2.11月号】 
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（８）不正防止対策 

  ① 飲食店による自己取引、架空取引、虚偽報告に対する対策を講じた。

具体的には、全ての参加飲食店に配布した「参加店の手引き」において、

参加店の不正防止に関する文面を記載し、注意喚起を徹底した。 

    また、不正防止を含むガイドラインの遵守について誓約した同意書を

参加飲食店に提出させた。【下図⑳の他、P3写真① 「参加店同意書」を参照】 

 

【図⑳ 「参加店手引書」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

    また、換金業務を県内の 10 商工会議所および鹿児島市内の金融機関、

奄美市内の金融機関に限定して行い、換金受付から振込までの間に、各

商工会議所で、店舗規模と換金額について精査を行ったうえで振込・支

払いを実行した。 

    対処方法の実例）消費者より「近所の飲食店がコロナ禍に関わらず景

気がよさそうだ。Go To Eatで不正をしているのではないか」と通報があ

り、地域の商工会議所に換金額、換金した食事券の確認を行ったが、店

舗規模相応の換金額であり、換金した食事券からも不正を確認すること

は出来なかった。本件を受け、換金所にて、参加飲食店に対し不正防止

の注意喚起を改めて行った。 

 

  ② 飲食店による加盟店要件の偽装、実態のない店舗の加盟に対する対策

を講じた。具体的には、参加店登録を行う際、参加店からの申請書と実

態店舗の有無について、電話とホームページ等で確認を行った。 

 

  ③ 飲食店が使用済みの食事券を無効処理しないことによる不正に対する

対策を講じた。具体的には、参加飲食店に対して「参加店の手引き」に

より、消費者が店舗にて食事券を使用した際は、その場で食事券裏面に、

店舗名、登録事業者番号を記載するよう通知するとともに、各換金所に

おいても、食事券裏面に店舗名、登録事業者番号の記載のない食事券は、

換金を受け付けないことを徹底した。 
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【図㉑ 「参加店手引書」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 消費者による買占め・転売、偽造など、消費者が行う不正に対する対策を

以下のとおり講じた。 

 

    □ 同じ日に複数回購入する消費者がいた場合は、販売所スタッフよ

り、身分証明書の確認や不正利用に関する注意喚起を徹底するよう

通達を行い、大量に買い占める消費者が発生した場合は、事務局ま

で報告するよう対策を徹底した。また、販売額の大きい販売所には、

監視カメラを設置し、購入代金の管理や、購入者の不正などについ

て対策を講じた。 

    □ 消費者による転売に関しては、「メルカリ」などのフリマサイト

などを定期的に監視したが、当該食事券の転売は認められなかった。 

      なお、販売にあたっては、「サービス産業消費喚起事業（Go to Eat

キャンペーン）給付金給付規程」を各販売所に掲示した。 

    □ 消費者による偽造を防止するため、「参加店手引書」において、

参加店が食事券を受け取る際の留意事項を広く注意喚起し、換金事

務を行う際においても、換金の都度、偽造防止が施された食事券で

あることを確認した。【P26図㉒「参加店手引書」を参照】 

 

  ⑤ 受託者内部において発生し得る不正を防止するため、これに対する対

策を講じるものとする。 
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【図㉒ 「参加店手引書」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□食事券の販売における不正防止対策 

     ・印刷された食事券は、事務局責任者立ち会いのもと、警備会社の

車両にて、警備会社の金庫に搬入した。 

     ・委託された警備会社が、当商工会議所からの連絡により、警備会

社金庫から各販売所に食事券を搬入。各販売所では、金庫室また

は施錠ができる部屋で食事券を保管した。 

     ・事務局である鹿児島商工会議所の販売所では、施錠されている室

内で食事券を保管し、販売所責任者および販売スタッフが、食事

券と販売代金の管理を行った。 

     ・食事券の販売代金は、販売所の営業終了後、販売所責任者と２名

以上の職員が販売した食事券冊数と販売代金を照会し、金融機関

の夜間金庫に収納した。 

 



27 

 

 

    □換金に持ち込まれた利用済食事券の流用を防ぐ対策 

     ・換金所に持ち込まれた食事券は、食事券の枚数と、換金取次依頼

書に記載された枚数が一致しているか２名以上で確認の後、食事

券の上部にパンチ穴を開けることで、換金受付が完了した食事券

として扱う。 

     ・換金受付が完了した食事券は、当該店舗への換金が完了次第、段

ボール箱に入れ、各換金所の金庫、または施錠可能な室内で保管

し、一定量、食事券が溜まった際は、施錠ができる鹿児島市内の

施錠ができる貸金庫事業者の金庫室で保管した。 

 

    □誤振込を防ぐための対策 

     ・換金所から集計された換金枚数一覧と換金取次依頼書をもとに、

支出手続きを複数名での確認の後、実行した。 

 

  ⑥ 飲食店や受託者による不正が発覚した場合、委託者が事業者名を公表

するなどの措置を講じる場合があるとしたが、実際には不正は行われな

かった。【P24図⑳「参加店手引書」を参照】 

 

（９）問い合わせ対応 

  当商工会議所は、キャンペーン期間中に、本事業のうちキャンペーンの実

施等に係る消費者及び飲食店からの問合せに対応した。 

 

 □電話受付（対応時間：平日 8:30～17:30） 対応実績 約 8,000件 

    鹿児島商工会議所    参加店からのお問い合わせ  099-225-9540  

                販売に関するお問い合わせ  099-225-9534  

                事業全般のお問い合わせ   099-225-9511 

    川内商工会議所    0996-22-2267  鹿屋商工会議所   0994-42-3135 

    枕崎商工会議所    0993-72-3341  阿久根商工会議所  0996-72-1185 

    奄美大島商工会議所  0997-52-6111  南さつま商工会議所 0993-53-2244 

    出水商工会議所    0996-62-1337  指宿商工会議所   0993-22-2473 

    いちき串木野商工会議所 0996-32-2049  霧島商工会議所   0995-45-0313  

   ※上記商工会議所において、約 70名の職員が電話対応にあたった。 

 

 □メール・ホームページからの問い合わせ内容 

   対応実績 約 200件 

  【P9図③「鹿児島商工会議所ホームページ」を参照】 
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（10）事業の実施結果（成果）、所見 

 

   ○ 今回は、鹿児島商工会議所が受託者となり、県下 10の商工会議所と

連携して、食事券の発行・販売、食事券の回収、飲食代金の振込など

の事業を実施した。全体を通じて円滑に事業を実施し、参加した飲食

店からも高い評価をいただくなど成功裡に終了することができた。 

   ○ 食事券の発行・販売、食事券の回収、飲食代金の振込のほとんどの

業務を各地域の商工会議所が担うことで、本事業の主旨である飲食店

の支援を地域密着型で実践することができた。 

   ○ 県下全域を対象とした食事券の発行事業は初めての試みであったこ

と、新型コロナウイルスの感染拡大により、営業時間の短縮など制約

がある中での実施だったこともあり、県下商工会議所との事前調整や

利用期間の延長に関する告知などに苦慮することもあったが、それぞ

れの商工会議所が各地域の実情に応じて柔軟な対応を心掛け、結果的

にスムーズな事業実施に繋がった。 

   ○ 苦境にある飲食事業者の資金繰り負担を軽減し、換金サイクルを可

能な限り短縮するため、月２回から月８回の換金スキームを各地商工

会議所で構築した。換金までのサイクルが短いことも参加飲食店の拡

大に繋げることができた。 

   ○ 地域のコミュニティの中核である商工会議所を中心として、料飲業

組合や商店街、旅館組合、ホテル協会などの関連団体との連携強化を

通じて、参加店の拡大を図るとともに、事業者（参加店）からの相談

や、消費者（地域住民）からの問い合わせ等に対してきめ細やかな対

応を実施した。 

   ○ 本事業を進めるにあたっては、各地域の実情に沿って進めることで、

各市の振興策や、各市の商品券発行事業などとの連携等による波及効

果の最大化を目指した。 

   ○ 本事業は、コロナ禍における飲食関連業界の振興を検討する契機と

なり、今後、感染対策を行ったうえでの需要喚起策を経済団体として

検討していきたい。 

     なお、結果として使用されなかった食事券の額面からプレミアム分

を除いた余剰金 2,656万円については、鹿児島県庁と協議を行い、県

内の全商工会議所で組織する鹿児島県商工会議所連合会に繰り入れ、

地域経済の振興に資する事業に活用する予定である。 
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【新聞記事】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１ 

令和 2 年 9 月 30 日 南日本新聞 

令和 2 年 10 月 14 日 南日本新聞 



30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 10 月 16 日 南日本新聞 

令和 2 年 10 月 17 日 南日本新聞 
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令和 2 年 11 月 19 日 南日本新聞 

令和 2 年 11 月 28 日 南日本新聞 令和 2 年 11 月 6 日 南日本新聞 

令和 2 年 12 月 11 日 南日本新聞 
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令和 3 年 1 月 15 日 南日本新聞 

令和 2 年 12 月 21 日 南日本新聞 

令和 3 年 1 月 20 日 南日本新聞 
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令和 3 年 1 月 23 日 南日本新聞 

令和 3 年 6 月 11 日 南日本新聞 

令和 3 年 7 月 8 日 南日本新聞 


